
１.研究目的

知的障害のある特別支援学校高等部卒業生の進路

(文部科学省 2012)をみると、平成23年度の高等部卒業

生徒の人数は13,541人である。このうち、66.7％が社

会福祉入所・通所施設に進路を進めており、就職者は

28.2％である。これを踏まえると、職業教育を前面に

出したキャリア教育は、ある一定の子どもに対して効

果は期待できるといえる。しかし、他の７割の子ども

たちの中には重度重複の障害をもつ子ども、医療的ケ

アの必要な重症心身障害をもつ子どもがおり、彼╱彼

女らに対するキャリア教育には課題が残されている。

さらに、障害者離職調査(埼玉県産業労働部 2011)で

は、離職者の44.8％を占めるのが知的障害者であり、

離職原因の22.4％が「労働意欲の減退」、21.6％が「人

間関係がうまくいかなかった」とあげられている。こ

のような現状において、特別支援学校の高等部では現

在、生徒の社会生活への移行に向け、どのような学習

や進路指導、支援が行われているのだろうか。本研究

では、特別支援学校高等部での作業学習、現場実習、

進路指導に焦点を当て、その実態を明らかにする。田

所(2016)は、進路指導について、進路選択の支援、つ

まり進路支援としてとらえたいと述べている。具体的

には、進路支援は進路学習、現場実習、進路相談の三

つの柱から成り立っているとしている(内海 2004)。進

路支援に関して、村野(2016)は、学校は校内で組織的

な対応をするとともにライフキャリアを視点に置いた

研修や労働を進めていくべきだと述べている。

高等部卒業後、社会で働き生活していく高等部の生

徒にとって、働くことに関する学習(作業学習、進路支

援、現場実習など)は重要である(井上 2000)。同時に

井上は、その学習は、学校と異質な社会での労働に慣

れ、ギャップを埋める訓練としての学習ではないとし

ている。各教科やほかの領域も大切にしながら、進路

支援や作業学習は、社会で働き生活することの意義を

理解し、将来の生活への見通しを持つようにする総合

的学習だととらえることが大切だと主張している。こ

のような観点から本研究では、知的障害特別支援学校

高等部での作業学習、現場実習、進路指導等の実態を

アンケート調査より提示する。

２.研究方法

近畿２府４県の国公立特別支援学校(国立大学の附

属特別支援学校を含む)に所属する知的障害部門の高

等部主事教員を対象に、アンケートによる実態調査を

実施した。対象となる近畿圏の知的障害特別支援学校

は、85校あり、郵送により高等部主事に質問紙を配布・

回収を行った。85校のうち、48校の特別支援学校の高

等部主事教員から回答が得られた。回収率は56.5％で

あった。

⑴調査の時期

2017年８月～2017年11月であった。

⑵調査の内容

１）高等部主事教員の基本属性と学校の規模

基本属性として、高等部主事教員の性別・年齢や教
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員経験年数、学校の規模(重度・中軽度知的障害生徒

数、教員数)を尋ねた。

２）高等部全体のカリキュラム

高等部の生徒・保護者に向けた進路ガイダンスの開

始時期、進路学習の位置づけと進路学習を行う授業者

について尋ねた。

３）作業学習

作業学習の開始時期、週あたりの日数とコマ数、作

業の種類について質問を行った。

４）現場実習

現場実習の開始時期、さらに中学部・高等部の現場

実習の有無と、重度知的障害・中軽度知的障害のある

生徒それぞれの実習の年間回数や日数について尋ねた。

５）進路指導

アフターフォローの実施状況、地域とのつながりを

意識した授業の実施、進路懇談での同席者を聞いた。

また、自由記述で進路指導について困っていること・

要望を尋ねた。

３.結果 .高等部主事教員の基本属性と学校の規模

⑴高等部主事教員の性別(表１)

回答者である高等部主事教員の性別は、男性35人

(72.9％)、女性10人(20.8％)であった。

⑵高等部主事教員の年齢(表２)

年齢は、最も多い年代は、50代の教員27人(56.3％)

であった。20代の高等部主事教員も２人(4.2％)おり、

30代が４人(8.3％)、40代が14人(29.2％)、60代以上が

１人(2.1％)であった。

⑶高等部主事教員の教員経験年数(表３)

高等部主事教員の年齢が、50代が多いということも

あり、21年以上30年以下の教員経験を持った教員が20

人(41.7％)と最も多い。ほかは10年以下が６人(12.5

％)、11年以上20年以下が12人(25.0％)、31年以上が９

人(18.8％)であった。

⑷高等部教員数(表４)

知的障害部門の高等部教員は、20人以下が７校(14.6

％)、21～40人が16校(33.3％)、41～60人が13校(27.1

％)、61～80人が４校(8.3％)、80人を超える学校は１

校(2.1％)であった。

⑸高等部生徒人数(表５)

高等部の生徒人数は、50人以下が11校(22.9％)、

51～100人が20校(41.7％)、101～150人が14校(29.2

％)、151～200人が２校(4.2％)、201人以上が１校(2.1

％)あった。最大は213人、最小は15人であった。

⑹高等部生徒数に占める重度知的障害のある生徒の

割合(表６)

表６で示すように、高等部生徒数に占める、重度知

的障害のある生徒の割合は、30％～40％である12校

(25.0％)が最も高かった。最大は高等部23人中、14人

(60.9％)であった。また、最小である０人の３校は、

高等部生徒数が30人、86人、141人であった。
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表１.高等部主事教員の性別(Ｎ＝48)

表２.高等部主事教員の年齢(Ｎ＝48)

表３.高等部主事教員の教員経験年数(Ｎ＝48)

表４.高等部教員数(Ｎ＝48)

表５.高等部生徒人数(Ｎ＝48)

無回答

男性

女性

.

.

.

％人数

％

％

％

％

人～
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４.結果 .高等部全体のカリキュラム

⑴高等部生徒への進路ガイダンスの開始時期(表７)

高等部生徒全員に向けた進路ガイダンスは、多くの

学校が１年次で開催されている。１年生の３学期まで

に進路ガイダンスを開く学校は、45校(93.7％)であっ

た。また、２年生に開催する学校２校も、保護者向け

の進路ガイダンスの開催時期は、２校とも１年生の２

学期、３学期であった。

⑵保護者への進路ガイダンスの開催時期(表８)

保護者向けの進路ガイダンスは１年生から始めてい

る。全体のうち81.3％である39校の学校が１年生の１

学期から取り組んでいる。１年次の夏季休業以降に実

施する学校は８校16.7％であった。

⑶進路学習の位置づけ(表９)

進路学習をどの授業、領域に位置付けているかを尋

ねた。進路学習を社会科等教科の授業としてとらえて

いる学校は８校(16.7％)にとどまった。総合的な学習

の時間の一部としてとらえている学校が21校(43.8％)

と最も高かった。その他の学校は、職業が７校、ほか

はホームルームの一環や独自の授業で設定している学

校もあった。

近畿圏の特別支援学校では、進路は総合的なもの、

合科的なものとしてとらえている方針が数としては多

いが、一方で社会科、職業科といった教科としての一

面もあると考える学校もある。

⑷進路学習の授業者(表10)

表10から、進路学習の授業を45校の高等部教員(93.8

％)が担っていた。その他２校としては、外部講師、高

等部主事とあげられていたが、いずれの学校も高等部

教員と進路指導教員も一緒に進路学習を担当していた。

５.結果 .作業学習

⑴作業学習の開始時期(表11)

開始時期について最も多かった回答が中学部１年生

の36校(75.0％)であった。高等部から始める学校は７

校(14.6％)であった。なお、中学部に関しては、高等

部の作業学習への移行や関連を図り、実施している作

業活動も作業学習に含めると質問紙に記載してある。

⑵中学部の作業学習の週日数(表12)とコマ数(表13)

週１日実施している学校が13校(27.1％)あった。次

いで、０日(22.9％)、２日(20.8％)であった。

知的障害特別支援学校高等部における作業学習・現場実習・進路指導に関する実態調査

表６.高等部生徒数に占める重度知的障害のある

生徒の割合(Ｎ＝48)

表７.高等部生徒への進路ガイダンスの開始時期

(Ｎ＝48)

表８.保護者への進路ガイダンスの開催

時期(Ｎ＝48)

表９.進路学習の位置づけ

(複数回答可)(Ｎ＝48，延べ数)

表10.進路学習を担当する授業者

(複数回答可)(Ｎ＝48，延べ数)

表11.作業学習の開始時期(Ｎ＝48)

％

％

％

％

％

％
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最も多かった週実施コマ数は、14校の２コマ(29.2

％)であった。次に、０コマと４コマが10校(20.8％)

であった。

⑶高等部の作業学習の週日数(表14)とコマ数(表15)

表14と表15をみると、高等部での作業学習の実施週

日数とコマ数で最も多かったのは19校２日(39.6％)、

11校６コマ(22.9％)であった。

高等部では５日行う学校も２校(4.2％)あったが、い

ずれもコマ数は５,６コマと８コマであり、週日数の多

さとコマ数の多さは必ずしも一致しない作業学習の形

態もある。週16コマの学校は、３～４日で実施してい

る。また、その他は、学年や学期、障害程度・コース

別によって作業学習の時間を幅広く分けている学校で

あった。

⑷作業学習の種類数(表16)

作業学習では、５,６種類の学校が16校(33.3％)と最

も多く、２種類以下が１校(2.1％)と最も少ない。この

１校は、生徒数18人で木工とさおり織りの作業を展開

している。また、９種類以上を回答した２校は、高等

部生徒数が153人、213人と近畿圏で見ても人数の上位

３校のうちの２校であり、織物、農耕、縫製、パソコ

ン、食品加工、紙工、清掃、喫茶、事務などと多岐に

及んでいる。

６.結果 .現場実習

⑴現場実習の開始時期(表17)

現場実習を開始する時期を尋ねたところ、中学部か

ら開始する学校は７校(14.6％)であった。高等部１年

生では19校(39.6％)であった。高等部２年生から始め

る学校は18校(37.5％)であった。

和歌山大学教育学部紀要 教育科学 第69集 (2019)

表12.中学部の作業学習の週日数(Ｎ＝48)

表13.作業学習のコマ数(Ｎ＝48)

表14.高等部の作業学習の週日数(Ｎ＝48)

表15.作業学習のコマ数(Ｎ＝48)

表16.作業学習の種類数(Ｎ＝48)

表17.現場実習の開始時期(Ｎ＝48)

％

％

％

％

％

％
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中学部から実習を始めている学校は、７校とも年間

実習回数が１回であった。また、１日のみ実施が４校

(8.3％)、２日が１校(2.1％)、３日が２校(4.2％)であ

った。

⑵障害程度別でみた高等部１年生の現場

実習の年間回数(表18、表19)

表18から、高等部１年生での現場実習について、中

度知的障害生徒を対象に行っている学校は27校(56.3

％)であった。表19から重度知的障害生徒を対象に行っ

ている学校は21校(43.8％)であった。１回以上の実習

回数は、どちらも年間１回と回答する学校が13校(27.1

％)と最も多かった。その他は、個別による、生徒によ

って日数に幅があるという回答が見られた。

⑶障害程度別でみた高等部１年生の現場実習の年間

日数(表20、表21)

表20、表21から、１～５日(１週間以内)という学校

が障害程度に関わらず最も多かった。16日以上実施し

ている学校は、２校とも20日間実施しており、そのう

ちの１校は重度知的障害のある生徒に対しても同じ実

習期間を設けていた。

⑷障害程度別でみた高等部２年生の現場実習の年間

回数(表22、表23)

表22、表23をみると、中軽度の高等部２年生ではす

べての生徒が実習を体験する。しかし、重度の高等部

２年生では４校(8.3％)では実施されていない。どちら

も年間２回実施する学校が多く、実施期間も１学期、

２学期、３学期、夏季休業中等とさまざまであった。

⑸障害程度別でみた高等部２年生の現場実習の年間

日数(表24、表25)

どちらの表からも、年間合計日数で６～10日を目安

としている学校が多い。また、最も長い学校は30日実

施している学校があった。

知的障害特別支援学校高等部における作業学習・現場実習・進路指導に関する実態調査

表20.高等部１年生の実習日数－中軽度(Ｎ＝48)

表21.高等部１年生の実習日数－重度(Ｎ＝48)

表23.高等部２年生の実習回数－重度(Ｎ＝48)

表22.高等部２年生の実習回数－中軽度(Ｎ＝48)

表24.高等部２年生の実習日数－中軽度(Ｎ＝48)

表18.高等部１年生の実習回数－中軽度(Ｎ＝48)

表19.高等部１年生の実習回数－重度(Ｎ＝48)

％

％

％

％

％

％

％
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⑹障害程度別でみた高等部３年生の現場実習の年間

回数(表26、表27)

高等部３年生となると、障害の程度に関わらず、す

べての生徒に対して現場実習が始まっていた。高等部

２年生と同様、年間２回実施する学校が最も多いが、

３回実施する学校もみられた。また、その他の意見と

して、「進路先が決まるまで何度も実施する」、「必要に

応じて実施する」という回答もあった。

⑺障害程度別でみた高等部３年生の現場実習の年間

日数(表28、表29)

高等部３年生の実習年間日数でも、２年生と同様、

６～10日の期間が最も多かった。重度知的障害のある

生徒が１～５日体験する学校は10校(20.8％)あり、な

かには、中高６年間通してこの一回の期間だけでの学

校もある。

７.結果 .進路指導

⑴進路懇談の同席者について(表30)

進路について話し合う個人面談の同席者について、

担任が47校(97.9％)であり、回答のあった47校すべて

の学校で担任が個人面談に同席していた。「保護者」の

欄に記入していない１校は、担任、進路指導教員、本

人で話し合うと回答していた。本人も同席する学校は

38校(79.2％)であった。

その他には、高等部主事、ケースワーカー、ハロー

ワークの職員等も交えて懇談すると回答した学校もあ

った。

⑵生徒の高等部卒業後のアフターフォローの年数

(表31)

卒業後のアフターフォローの実施状況について尋ね

た。最も回答数が多かったのが「上限はない」という

回答で23校(47.9校)みられた。その他を回答した学校

は、「必要に応じて適宜」、「３～５年」などと臨機応変

に対応し、実施年数に幅がある学校であった。

和歌山大学教育学部紀要 教育科学 第69集 (2019)

表25.高等部２年生の実習日数－重度(Ｎ＝48)

表26.高等部３年生の実習回数－中軽度(Ｎ＝48)

表27.高等部３年生の実習回数－重度(Ｎ＝48)

表28.高等部３年生の実習日数－中軽度(Ｎ＝48)

表29.高等部３年生の実習日数－重度(Ｎ＝48)

表30.進路懇談の同席者（Ｎ＝48，延べ数)

表31.高等部卒業後のアフターフォローの年数

(Ｎ＝48)

％

％

％

％

％

％

％
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⑶地域とのつながりを意識した活動の有無(表32)

社会生活移行と将来地域で過ごしていく生徒にとっ

て、地域の人々とのつながりは欠かせない。そのため、

地域とのつながりのある学校活動を教えていただいた。

地域とのかかわりがある学校行事は32校(66.7％)、

作業学習も半数以上である25校(52.1％)、総合的な学

習の時間も22校(45.8％)であった。一方、教科では関

わり合いが８校(16.7％)と少なく、学校の中で完結の

形をとっている学校が多い。

⑷進路指導について困っていること・要望(表33)

進路指導についての課題を記述式で尋ねた結果、28

校(58.3％)の回答があった。この回答の内容を分類す

ると、「進路選択肢の乏しさ」、「生徒・保護者・学校間

の進路での意見の不一致」、「学校側の課題」、「就労先

の課題」、「その他」の４つに分けられた。

「進路選択肢の乏しさ」を答えた９校は、「都市部と

違い、企業先も少なく、就労先が限定」、「受け入れ先

が満席状態で、入社・入所が難しい状況」、「学校立地

場所、生徒居住場所の交通機関が整備されていない。

事業所も少ない」というように、居住地での受け入れ

先の確保や、交通状況といった地域の事情、通勤・通

所施設の数や種類の少なさの課題を挙げた。

「生徒・保護者・学校間の進路での意見の不一致」

とした６校は、「本人・保護者の進路希望と実態とに差

があるとき摺合せが難しい」、「保護者が、子どもの進

路を高望みしすぎる・あきらめている」、「本人や保護

者の障害受容が進んでいない」等とあげていた。

「学校側の課題」とした５校は、「担任の力量不足

で、保護者に進路について説明できていない」、「人手

が足りない」、「進路専任の教員が少ない」等とあげて

いた。

「就労先の課題」とした２校は、「企業の障害理解が

不十分」、「教育で大切にしてきた学びが、企業でつな

がっていない」と回答していた。

そのほかの回答としては、「18歳で中軽度知的障害の

ある生徒が仕事場を決定するのは困難で、４年くらい

のモラトリアムが必要」、「就労達成率に比重を置いた

指導に疑問を感じる」などという回答も見られた。

８.考察及び今後の課題

以上、知的障害特別支援学校高等部における作業学

習、現場実習、進路指導の実態について調査結果を提

示した。以下、①小学部から高等部に至るまでの一貫

したキャリア教育について、②地域と連携した作業学

習の展開、③重度知的障害のある生徒の現場実習、④

知的障害のある生徒の進路の選択肢に着目して考察及

び今後の課題を述べる。

⑴小学部から高等部に至るまでの一貫したキャリア

教育

表11から、中学部から作業学習を始めている学校は、

37校(77.1％)と、多くの学校で取り組まれていること

がわかった。さらに、表17からは中学部の段階で現場

実習を行っている学校があった。

千葉県内の知的障害特別支援学校全学部主事に対す

る意識調査を行った磯野ら(2012)によると、小学部・

高等部のはざまに位置する中学部では「他学部との系

統性」が重視されているとした。しかしながら、調査

対象者は実際の教育課程の妥当性、有効性については

必ずしも満足せずに不安を抱いている。この結果につ

いて、磯野らは、教育課程の系統性・一貫性(カリキュ

ラムの連続性)や、学部間連携の不十分さを表してい

る。現状では、小・中学部、中・高等部では、授業研

究会、全体研究会などで連携はしているが、それが不

十分であり、教育課程の系統性にまで成熟した中身に

なっていないと考察している。キャリアを意識した系

統立てた活動・目標を学年間、学部間で話し合い、教

科・領域の目標や狙いにつながりを持たせることが必

要である。教員間で話し合う機会や、個別の指導計画・

教育支援計画を共有、検討する時間を設けることが重

要と考えられる。

渡邊(2014)は、朝の会など日頃から行う活動や自立

活動などの授業にライフキャリアを意識した目標を設

定することで、子どもたちは、自分の役割を果たしな

がら自分らしい生き方を追求することができると述べ

ている。このように、日頃の活動や授業で、児童生徒

一人ひとりのキャリアについて意識することが、一貫

性をもった特別支援学校でのキャリア教育を実施して

いくために必要であり、その在り方を検討していくこ

知的障害特別支援学校高等部における作業学習・現場実習・進路指導に関する実態調査

表32.地域とのつながりを意識した活動

(複数回答可）（Ｎ＝48、延べ数)

表33.進路指導についての困っていること・要望

(Ｎ＝28)

％

％
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とが今後の研究課題である。

⑵地域と連携した作業学習の展開

表32では、地域と連携している作業学習を展開する

学校が約５割であった。松本(2008)は、生徒が卒業後

に地域社会で生活していくことを考えると、地域の関

係機関との連携や社会資源を活用する視点を持つこと

が重要と述べている。そのうえで松本は、企業の専門

家と連携した作業学習の展開などが行われているメリ

ットとして、教員は企業が持つ現場でのノウハウを作

業学習に取り入れられること、生徒にとっては、直接

企業の専門家の指導の下、働く現場を感じ取れること、

企業の専門家は特別支援学校の生徒について理解を深

めていけると期待できるとしている。

渡邊(2014)は、生徒の実態や特性などに対応するた

めに、長期でなく週１回１日といった短いスパンで年

間を通じ地域や企業に場を借りて作業学習(地域作業

学習)を行う学校が増えていると述べている。様々な人

とのかかわりや、臨機応変な対応を実際に働きながら

経験することで、勤労観や職業観を育てたり、自己の

課題や適性を考えたり、異世代とのコミュニケーショ

ンをしたり、地域の一員としての自覚を持ったりする

ことで自己肯定感の高まりが期待できるとしている。

地域と連携した作業学習の展開が生徒に及ぼす影響

について明らかにすることが今後の研究及び実践課題

である。

⑶重度知的障害のある生徒の現場実習

表27で重度知的障害のある生徒に対して一度の現場

実習となる学校があった。公共交通機関を一人で利用

しづらいといった重度知的障害のある生徒の特性、地

域によっては実習に通える作業所や企業自体が少ない

といった地域や生徒の事情が考えられる。

渡邊(2014)は、現場実習は、実際的な知識や技能に

触れ、主体的に自分の力を発揮し、実践的な態度を育

てることができるとともに、個々が自己の職業適性や

将来設計について考える機会となり、職業選択の能力

や職業意識の育成が図られるなど、高い教育効果があ

ると述べている。また、今日の産業界での急速な技術

革新や産業・就業構造の変化等に本人が対応していく

ために、実際に問題を解決する体験の機会をできる限

り拡大していくことが必要であると指摘する。以上の

観点から、重度知的障害のある生徒の現場実習につい

ても、実習回数に加えて、実習の質の充実を検討して

くことが求められる。

⑷知的障害のある生徒の進路の選択肢

表33では、障害程度に関わらず、知的障害のある生

徒の進路選択肢が乏しいことが課題として挙げられて

いる。この課題については、学校のみで改善していく

には困難がある。

松本(2008)は、地域の障害児者の社会参加の促進を

目指す取り組みとして某県で実施されている「就業促

進協議会」を挙げている。この協議会は、教育、福祉

などの機関が連携し、学校が拠点となり、就労の現状

や課題、それぞれの取り組みについて情報交換や学び

の場として機能している。この協議会による成果とし

て、松本は、①地域への啓発、情報発信、②職業教育

の充実、③地域の人材の活用、④移行支援に向けた地

域とのネットワークづくりをあげている。このように、

進路選択肢の乏しさに対応していくためには、学校が

より地域に開かれ、関係機関と連携する場を設けるこ

とが必要であると考えられる。学校が地域や関係機関

を囲んだ話し合いや連携の場を設けることで、地域に

子どもが根差す土壌を作ることができる。
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